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第１編　基礎編（減価償却制度の概要）

Ⅰ　減価償却制度の概要

Ⅱ　減価償却資産の範囲

１　減価償却資産の定義
２　償却をすべき資産の具体的意義
３　個々の資産についての定義等
４　リース資産

Ⅲ　減価償却資産の取得価額

１　概　要
２　取得価額に含めなくともよい費用・含めるべ
き支出

３　取得価額の修正
４　圧縮記帳した減価償却資産の取得価額
５　資本的支出と修繕費

Ⅳ　耐用年数

Ⅴ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅠ　償却の方法およびグルーピング計算－
１　選定できる償却の方法（原則）
２　償却の方法の特例
３　償却方法の変更
４　償却限度額のグルーピング計算

Ⅵ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅡ　特別な場合の償却限度額の特例および　
少額減価償却資産の一時償却－

１　事業年度の中途で事業の用に供した減価償却
資産の償却限度額の特例

２　通常の使用時間を超えて使用される機械装置
の償却限度額の特例（増加償却）

３　陳腐化した減価償却資産の償却限度額の特例
（陳腐化償却）

４　少額の減価償却資産の取得価額の全額損金算入
５　一括償却資産の損金算入

Ⅶ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅢ　償却可能限度額－
１　償却可能限度額
２　償却累積額による償却限度額の特例の適用を
受ける資産に資本的支出をした場合の扱い

Ⅷ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅣ　特別償却等の政策税制－

１　普通償却と特別償却の意義
２　特別償却制度の概要

Ⅸ　償却費としての損金経理要件

Ⅹ　除却価額，有姿除却，劣化資産

ⅩⅠ 減価償却資産の償却限度額の計算例
１　定額法による償却限度額計算
２　定率法による償却限度額計算
３　事業年度の中途で事業供用した場合
４　旧定額法による償却限度額計算
５　旧定率法による償却限度額計算
６　事業年度の中途で事業供用した場合
７　償却可能限度額に達した場合
８　償却方法の変更（旧定額法→旧定率法、旧定
率法→旧定額法）

９　少額の減価償却資産の取得価額の損金算入
１０　一括償却資産の損金算入
１１　一括償却資産の損金算入額と通常の償却限度

額との差額計算（有利不利関係）
１２　特別償却の適用を受ける場合の償却限度額
１３　割増償却の適用を受ける場合の償却限度額の

計算（障害者割償の場合）
１４　特別償却準備金

第２編　応用編（Q&A)

第１章　取得価額
Ⅰ　減価償却資産の取得価額

１　減価償却資産の取得価額の範囲
２　試運転に要した費用
３　借入金の利子
４　割賦購入した固定資産の取得価額
５　外国の土地を取得した場合に外国で課される
税金の取得価額算入の可否

６　土地購入契約の解除により支出した違約金　
８　建物の取得にあたって営業権の対価を支払っ
た場合の処理

９　土地の取得に係る附随的費用
１０　資産の譲受契約の効力についての紛争を解決

するために支払った和解金
１２　ゴルフ場のオープンまでの芝生の管理育成費用
１３　建設計画を変更したことにより不要となった

設計等の費用
１６　砂利等の敷設費用
１７　土地とともに取得した建物の取壊し費用等の

取扱い
１８　地鎮祭等に要した費用
１９　建物の建設に伴い支出した日照権等の解決金
２０　毎年分割払いされる補償金

２１　建物建築と障害物の除去費用
２２　倉庫の増設に伴って支払う迷惑料
２４　テレビ共同受信施設の設置費用
２５　借地権付建物の購入費用
２６　無償返還の届出をした借地に地盛りをした場

合の地盛費用の取扱い
２７　埋立地の堤防用地の寄附は寄附金となるか
２８　私的な土地区画整理を行った場合の区画形質

変更に要した費用の取扱い
２９　宅地開発に伴う開発負担金
３１　民間デベロッパーから購入した土地の原価に

含まれている開発負担金
３３　集中生産のために機械装置を移設した費用
３４　新規の生産設備を導入したことに伴う旧設備

の移設費
３６　工業所有権の取得価額
３７　他から取得した工業所有権の出願権の対価
３９　固定資産の原価に算入された交際費等の調整
４１　合併または出資により受け入れた減価償却資

産の取得価額
４２　適格組織再編成の意義
４２の２　圧縮記帳の適用を受けた固定資産の移転

を受けた場合の取得価額
４４　ゴルフ会員権の名義書換料　
４５　試験研究費で試作機を製作した場合の資産計

上の可否
４６　メーカーから交付を受けた自動車の取得価額
４７　債務の弁済として受け入れた土地の取得価額
４８　減価償却資産の取得価額と消費税の免税業者
４９　特殊な電話番号を取得するために支払った費

用の取扱い
５１　営業譲渡に伴う営業権の計上の是非
５２　ソフトウェアの資産区分
５３　ソフトウェアの範囲
５４　自社製作によるソフトウェアの取得価額
５５　仕損じの費用の原価算入の可否
５６　他の者から購入したソフトウェアの取得価額

Ⅱ　少額または使用可能期間が１年未満の減価
償却資産

１　少額または使用可能期間が１年未満の減価償
却資産

２　少額の減価償却資産の判定と消費税
３　賃借資産の譲り受けと少額減価償却資産
４　照明器具の少額減価償却資産の判定
６　百科事典の取得価額の判定
７　間切り用パネルの判定単位
８　カーテンの取り付け費用の判定単位
１０　ＣＭ用フィルムおよびＰＲ用フィルムの製作

費用
１１　社歌，コマーシャルソングの製作費用
１２　ソフトウェアのライセンス契約に基づき支出す

る費用

ⅡのⅡ　一括償却資産

１　取得価額が20万円未満のパソコンの償却
２　応接セットの判定単位
３　一括償却資産の除却処理

ⅡのⅢ　少額減価償却資産（中小企業者等に対
する特例）

１　中小企業者等の少額減価償却資産の取特価額
の損金算入の特例

３　少額減価償却資産に係る取得価額の合計額の
限度額

４　少額減価償却・一括償却資産の選択適用

Ⅲ　資本的支出と修繕費

１　資本的支出と修繕費の意義
１の２　資本的支出があった場合の取得価額の特例
２　用途変更のための費用
４　電気フォークリフト用バッテリーの交換費用
５　モーターの取替費用
６　崖崩れを防止するための工事と現状回復費用　
７　建物の解体移築費用
８　機械等の移設費用
１０　建物の補修費用
１１　き損された固定資産の復旧費用
１２　建物の外装タイルの全面張替費用
１４　少額な修理，改良等の費用
１５　周期の短い修理，改良等の費用の損金算入
１７　形式基準による修繕費の判定
１８　形式基準による前期末取得価額の判定
１９　修理，改良等の費用の少額基準と形式基準の

適用の可否
２０　ガラス飛散防止フィルムの取付費用
２２　災害等によりき損した外壁の全面改修費用
２３　機能復旧補償金により高感度アンテナを設置

した場合の処理
２５　収用事業の施行に伴い残地上の施設の撤去，

新設のために受領した補償金の取扱い
２６　リース資産に資本的支出をした場合の処理
２７　賃借建物に内部造作を施設した場合の処理
２９　ソフトウェアのバージョンアップ費用
３０　スピードリミッタの装着費用の取り扱い
３1 アスベストの除去費用

Ⅳ　除却損失と除却価額

１　建物の取壊し損失を土地勘定に算入した後の
処理

４　有姿除却の場合の処分見込み価額
５　有姿除却をした機械装置の専用補修部品の処理
６　総合償却資産の除却価額（総合耐用年数によ
る未償却残額除却法）

７　総合償却資産の除却価額（個別耐用年数によ
る未償却残額除却法）

８　総合償却資産の除却価額（配賦薄価除却法）
９　個別償却資産の除却価額

ⅣのⅡ　固定資産の評価損

１　故障の多い機械の評価損
２　マンションの評価損
３　24時間フル稼働の機械の評価損
４　相当の地代で賃貸した土地の評価損
５　減価償却超過額のある減価償却資産について
評価損を計上した場合の処理

６　評価損を計上する場合の期末時価

Ⅴ　阪神・淡路大震災の取扱い

第２章　耐用年数
Ⅰ　共通事項

１　貸付資産の耐用年数
２　中古の特許権の耐用年数
３　中古の機械を取得した場合の耐用年数
３の２　企業組織再編成の場合の耐用年数
４　共有持分を追加取得した場合の耐用年数

５　耐用年数の短縮申請（窓口）
６　貸借建物にした改良費の耐用年数

Ⅱ　建物

１　建物の範囲
２　高層ビルの耐用年数
２の２　多用途に使用される建物の耐用年数
３　工場内の附属建物の耐用年数
４　他人の建物に対する造作の耐用年数
７　仮店舗用の建物の耐用年数
８　冷蔵倉庫の保冷施設の耐用年数
９　壁画の耐用年数
１１　電車を改造した喫茶室の耐用年数
１２　カプセルハウスの耐用年数
１３　展示用モデルハウスの耐用年数
１５　プレハブ店舗の耐用年数
１６　研究所用建物の耐用年数
１８　保育所，託児所の耐用年数

Ⅲ　建物附属設備

１　建物附属設備の範囲
２　給排水・衛生設備およびガス設備の範囲
２の２　ソーラシステムの耐用年数
３　パッケージドタイプの冷房機器の耐用年数
４　ビルの中央監視装置の耐用年数
６　非常用電源設備（蓄電池電源設備）の耐用年
数

８　自動ドア－の耐用年数
９　可動間仕切りの耐用年数

Ⅳ　構築物

１　構築物と機械装置の区分
２　共同アンテナの耐用年数
２の２　ゴルフ練習場の耐用年数
４　人工芝の耐用年数
５　緑化施設の耐用年数
７　舗装路面の耐用年数
８　テトラポットの耐用年数
９　胸像の耐用年数
１０　供養塔の耐用年数
１１　ガソリンスタンドのキャノピーの耐用年数
１５　組立式立体駐車場の耐用年数
１８　有刺鉄線の耐用年数
１９　神社の耐用年数
２０　ゴルフ場の施設の耐用年数
２２　ビルの屋上の庭園の耐用年数
２４　広告塔・看板等の耐用年数

Ⅴ　船舶

１　船舶の範囲
２　漁船にとう載した無線機の耐用年数

ⅤのⅡ　航空機

１　航空機の範囲

Ⅵ　車両および運搬具

１　車両運搬具と機械装置の区分
２　タクシーの無線機の耐用年数
５　登録のない自動車の耐用年数
６　コンクリートポンプ車の耐用年数
７　リース用自動車とレンタカーの耐用年数
８　カーナビゲ－ションの耐用年数

Ⅶ　工具

１　工具の範囲

２　定盤の耐用年数
３　建設用足場の耐用年数

Ⅷ　器具および備品

１　カプセルホテル設備の耐用年数
２　ＰＯＳシステムの耐用年数
３の２　パソコンの耐用年数
３の３　デジタルカメラの耐用年数
５　防犯用カメラの耐用年数
６　電話設備の耐用年数
６の２　携帯電話等の取扱い
７　在室表示板の耐用年数
８　医療用機器の耐用年数
８の２　人工腎臓透析装置の耐用年数　
９　バッティングセンター設備の耐用年数
１１　スライド式書棚の耐用年数
１２　百科事典の耐用年数
１４　ジャバラハウスの耐用年数
１５　ＣＤーＲＯＭの耐用年数
１６　ＬＡＮ設備の耐用年数
１８　避難用救助袋の耐用年数
２０　レンタル用の観葉植物の耐用年数
２１　テレビ会議装置の耐用年数
２２　プラズマディスプレーの耐用年数
２３の２　オンデマンドプリンター（多機能高速印

刷機）の耐用年数
２４　研究開発用設備の耐用年数

Ⅸ　機械および装置

１　機械装置の耐用年数の適用基準
２　コンプレッサー製造設備の耐用年数
３　化粧品卸売業者のオフセット印刷機の耐用年
数

５　石油タンクに附属した消火設備の耐用年数
６　工場内の無人搬送車の耐用年数
７　運送会社の修理用機械設備の耐用年数
９　多段式駐車場設備の耐用年数
１０　ベルトコンベヤーの耐用年数
１１　ボイラー設備の耐用年数
１２　包装設備の耐用年数
１３　倉庫のエレベーターの耐用年数
１４　スノーマシン（人工降雪機）の耐用年数
１５　自動改札装置の耐用年数
１６　自家用の給油設備の耐用年数
１７　模擬運転装置の耐用年数
１８　動く歩道の耐用年数
１９　展示実演用機械の耐用年数
２１　給食用ちゅう房設備の耐用年数

Ⅹ　無形固定資産

１　ソフトウェアの耐用年数
２　中古ソフトウェアの耐用年数
３　ホームページの制作費用

第３章　特別償却制度等の解説－業種別等
Ａ　業種別の特別償却

１　農林水産業関連の特別償却
２　鉱業関連の特別償却
３　建設業関連の特別償却
４　製造業関連の特別償却
５　運輸業・倉庫業関連の特別償却
６　通信業関連の特別償却
７　卸売業関連の特別償却

８　小売業関連の特別償却
９　料理・飲食店業関連の特別償却
１０　サービス業（医療保健業を除く。）関連の特別

償却
１１　医療保健業関連の特別償却

Ｂ　目的別の特別償却

１　中小企業対策関連の特別償却
２　農林水産業対策関連の特別償却
３　公害・環境対策，災害対策関連の特別償却
４　住宅対策，都市計画等関連の特別償却
５　医療，福祉関連の特別償却
６　地域振興関連の特別償却
７　資源・エネルギー対策関連の特別償却
８　科学技術振興関連の特別償却
９　事業転換，経営改善等関連の特別償却
１０　経済対策関連の特別償却

Ｃ　共通事項

１　特別償却不足額がある場合の償却限度額の計
算の特例

２　準備金方式による特別償却
３　特別償却等に関する複数の規定の不適用

第３編　繰延資産

第１章　繰延資産の解説
Ⅰ　繰延資産の概要

Ⅱ　繰延資産の範囲

Ⅲ　繰延資産の償却

第２章　繰延資産Ｑ＆Ａ
１　ノーハウの設定契約に際して支出する一時金
または頭金の費用

２　適格分割により移転したノーハウの設定
契約の頭金の引継ぎ

３　1個の取得価額が3万円の広告宣伝用看板を
小売店に贈与した場合の税務上の処理

５　コンビニエンスストアのフランチャイズ料の
取り扱い

６　グッズ商品のマーク使用料の取り扱い
８　店鋪用建物を賃借するために支払った費用
９　共同アンテナの設置に係る負担金の処理
１０　ISO9000規格の認証取得に際して支払う手

数料の処理
１１　建物等の建築に伴い設置する歩道橋の設置費用

第４編　様　式

資料編　関係法令・通達

内容構成（目次抄録）

制度解説とQ&Aで減価償却のすべてをわかりやすく解説！

減価償却制度を体系的に解説。減価
償却資産の償却限度額の計算例も収
録し、制度理解を助けます。

基 礎 編基 礎 編
基礎編では解説しきれない、個別具
体的な取得価額や耐用年数の判定に
ついて、実務に則したQ&Aで解説。

STEP 1 応 用 編応 用 編STEP 2

＊平成21年10月追録94～100号現在



第１編　基礎編（減価償却制度の概要）

Ⅰ　減価償却制度の概要

Ⅱ　減価償却資産の範囲

１　減価償却資産の定義
２　償却をすべき資産の具体的意義
３　個々の資産についての定義等
４　リース資産

Ⅲ　減価償却資産の取得価額

１　概　要
２　取得価額に含めなくともよい費用・含めるべ
き支出

３　取得価額の修正
４　圧縮記帳した減価償却資産の取得価額
５　資本的支出と修繕費

Ⅳ　耐用年数

Ⅴ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅠ　償却の方法およびグルーピング計算－
１　選定できる償却の方法（原則）
２　償却の方法の特例
３　償却方法の変更
４　償却限度額のグルーピング計算

Ⅵ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅡ　特別な場合の償却限度額の特例および　
少額減価償却資産の一時償却－

１　事業年度の中途で事業の用に供した減価償却
資産の償却限度額の特例

２　通常の使用時間を超えて使用される機械装置
の償却限度額の特例（増加償却）

３　陳腐化した減価償却資産の償却限度額の特例
（陳腐化償却）

４　少額の減価償却資産の取得価額の全額損金算入
５　一括償却資産の損金算入

Ⅶ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅢ　償却可能限度額－
１　償却可能限度額
２　償却累積額による償却限度額の特例の適用を
受ける資産に資本的支出をした場合の扱い

Ⅷ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅣ　特別償却等の政策税制－

１　普通償却と特別償却の意義
２　特別償却制度の概要

Ⅸ　償却費としての損金経理要件

Ⅹ　除却価額，有姿除却，劣化資産

ⅩⅠ 減価償却資産の償却限度額の計算例
１　定額法による償却限度額計算
２　定率法による償却限度額計算
３　事業年度の中途で事業供用した場合
４　旧定額法による償却限度額計算
５　旧定率法による償却限度額計算
６　事業年度の中途で事業供用した場合
７　償却可能限度額に達した場合
８　償却方法の変更（旧定額法→旧定率法、旧定
率法→旧定額法）

９　少額の減価償却資産の取得価額の損金算入
１０　一括償却資産の損金算入
１１　一括償却資産の損金算入額と通常の償却限度

額との差額計算（有利不利関係）
１２　特別償却の適用を受ける場合の償却限度額
１３　割増償却の適用を受ける場合の償却限度額の

計算（障害者割償の場合）
１４　特別償却準備金

第２編　応用編（Q&A)

第１章　取得価額
Ⅰ　減価償却資産の取得価額

１　減価償却資産の取得価額の範囲
２　試運転に要した費用
３　借入金の利子
４　割賦購入した固定資産の取得価額
５　外国の土地を取得した場合に外国で課される
税金の取得価額算入の可否

６　土地購入契約の解除により支出した違約金　
８　建物の取得にあたって営業権の対価を支払っ
た場合の処理

９　土地の取得に係る附随的費用
１０　資産の譲受契約の効力についての紛争を解決

するために支払った和解金
１２　ゴルフ場のオープンまでの芝生の管理育成費用
１３　建設計画を変更したことにより不要となった

設計等の費用
１６　砂利等の敷設費用
１７　土地とともに取得した建物の取壊し費用等の

取扱い
１８　地鎮祭等に要した費用
１９　建物の建設に伴い支出した日照権等の解決金
２０　毎年分割払いされる補償金

２１　建物建築と障害物の除去費用
２２　倉庫の増設に伴って支払う迷惑料
２４　テレビ共同受信施設の設置費用
２５　借地権付建物の購入費用
２６　無償返還の届出をした借地に地盛りをした場

合の地盛費用の取扱い
２７　埋立地の堤防用地の寄附は寄附金となるか
２８　私的な土地区画整理を行った場合の区画形質

変更に要した費用の取扱い
２９　宅地開発に伴う開発負担金
３１　民間デベロッパーから購入した土地の原価に

含まれている開発負担金
３３　集中生産のために機械装置を移設した費用
３４　新規の生産設備を導入したことに伴う旧設備

の移設費
３６　工業所有権の取得価額
３７　他から取得した工業所有権の出願権の対価
３９　固定資産の原価に算入された交際費等の調整
４１　合併または出資により受け入れた減価償却資

産の取得価額
４２　適格組織再編成の意義
４２の２　圧縮記帳の適用を受けた固定資産の移転

を受けた場合の取得価額
４４　ゴルフ会員権の名義書換料　
４５　試験研究費で試作機を製作した場合の資産計

上の可否
４６　メーカーから交付を受けた自動車の取得価額
４７　債務の弁済として受け入れた土地の取得価額
４８　減価償却資産の取得価額と消費税の免税業者
４９　特殊な電話番号を取得するために支払った費

用の取扱い
５１　営業譲渡に伴う営業権の計上の是非
５２　ソフトウェアの資産区分
５３　ソフトウェアの範囲
５４　自社製作によるソフトウェアの取得価額
５５　仕損じの費用の原価算入の可否
５６　他の者から購入したソフトウェアの取得価額

Ⅱ　少額または使用可能期間が１年未満の減価
償却資産

１　少額または使用可能期間が１年未満の減価償
却資産

２　少額の減価償却資産の判定と消費税
３　賃借資産の譲り受けと少額減価償却資産
４　照明器具の少額減価償却資産の判定
６　百科事典の取得価額の判定
７　間切り用パネルの判定単位
８　カーテンの取り付け費用の判定単位
１０　ＣＭ用フィルムおよびＰＲ用フィルムの製作

費用
１１　社歌，コマーシャルソングの製作費用
１２　ソフトウェアのライセンス契約に基づき支出す

る費用

ⅡのⅡ　一括償却資産

１　取得価額が20万円未満のパソコンの償却
２　応接セットの判定単位
３　一括償却資産の除却処理

ⅡのⅢ　少額減価償却資産（中小企業者等に対
する特例）

１　中小企業者等の少額減価償却資産の取特価額
の損金算入の特例

３　少額減価償却資産に係る取得価額の合計額の
限度額

４　少額減価償却・一括償却資産の選択適用

Ⅲ　資本的支出と修繕費

１　資本的支出と修繕費の意義
１の２　資本的支出があった場合の取得価額の特例
２　用途変更のための費用
４　電気フォークリフト用バッテリーの交換費用
５　モーターの取替費用
６　崖崩れを防止するための工事と現状回復費用　
７　建物の解体移築費用
８　機械等の移設費用
１０　建物の補修費用
１１　き損された固定資産の復旧費用
１２　建物の外装タイルの全面張替費用
１４　少額な修理，改良等の費用
１５　周期の短い修理，改良等の費用の損金算入
１７　形式基準による修繕費の判定
１８　形式基準による前期末取得価額の判定
１９　修理，改良等の費用の少額基準と形式基準の

適用の可否
２０　ガラス飛散防止フィルムの取付費用
２２　災害等によりき損した外壁の全面改修費用
２３　機能復旧補償金により高感度アンテナを設置

した場合の処理
２５　収用事業の施行に伴い残地上の施設の撤去，

新設のために受領した補償金の取扱い
２６　リース資産に資本的支出をした場合の処理
２７　賃借建物に内部造作を施設した場合の処理
２９　ソフトウェアのバージョンアップ費用
３０　スピードリミッタの装着費用の取り扱い
３1 アスベストの除去費用

Ⅳ　除却損失と除却価額

１　建物の取壊し損失を土地勘定に算入した後の
処理

４　有姿除却の場合の処分見込み価額
５　有姿除却をした機械装置の専用補修部品の処理
６　総合償却資産の除却価額（総合耐用年数によ
る未償却残額除却法）

７　総合償却資産の除却価額（個別耐用年数によ
る未償却残額除却法）

８　総合償却資産の除却価額（配賦薄価除却法）
９　個別償却資産の除却価額

ⅣのⅡ　固定資産の評価損

１　故障の多い機械の評価損
２　マンションの評価損
３　24時間フル稼働の機械の評価損
４　相当の地代で賃貸した土地の評価損
５　減価償却超過額のある減価償却資産について
評価損を計上した場合の処理

６　評価損を計上する場合の期末時価

Ⅴ　阪神・淡路大震災の取扱い

第２章　耐用年数
Ⅰ　共通事項

１　貸付資産の耐用年数
２　中古の特許権の耐用年数
３　中古の機械を取得した場合の耐用年数
３の２　企業組織再編成の場合の耐用年数
４　共有持分を追加取得した場合の耐用年数

５　耐用年数の短縮申請（窓口）
６　貸借建物にした改良費の耐用年数

Ⅱ　建物

１　建物の範囲
２　高層ビルの耐用年数
２の２　多用途に使用される建物の耐用年数
３　工場内の附属建物の耐用年数
４　他人の建物に対する造作の耐用年数
７　仮店舗用の建物の耐用年数
８　冷蔵倉庫の保冷施設の耐用年数
９　壁画の耐用年数
１１　電車を改造した喫茶室の耐用年数
１２　カプセルハウスの耐用年数
１３　展示用モデルハウスの耐用年数
１５　プレハブ店舗の耐用年数
１６　研究所用建物の耐用年数
１８　保育所，託児所の耐用年数

Ⅲ　建物附属設備

１　建物附属設備の範囲
２　給排水・衛生設備およびガス設備の範囲
２の２　ソーラシステムの耐用年数
３　パッケージドタイプの冷房機器の耐用年数
４　ビルの中央監視装置の耐用年数
６　非常用電源設備（蓄電池電源設備）の耐用年
数

８　自動ドア－の耐用年数
９　可動間仕切りの耐用年数

Ⅳ　構築物

１　構築物と機械装置の区分
２　共同アンテナの耐用年数
２の２　ゴルフ練習場の耐用年数
４　人工芝の耐用年数
５　緑化施設の耐用年数
７　舗装路面の耐用年数
８　テトラポットの耐用年数
９　胸像の耐用年数
１０　供養塔の耐用年数
１１　ガソリンスタンドのキャノピーの耐用年数
１５　組立式立体駐車場の耐用年数
１８　有刺鉄線の耐用年数
１９　神社の耐用年数
２０　ゴルフ場の施設の耐用年数
２２　ビルの屋上の庭園の耐用年数
２４　広告塔・看板等の耐用年数

Ⅴ　船舶

１　船舶の範囲
２　漁船にとう載した無線機の耐用年数

ⅤのⅡ　航空機

１　航空機の範囲

Ⅵ　車両および運搬具

１　車両運搬具と機械装置の区分
２　タクシーの無線機の耐用年数
５　登録のない自動車の耐用年数
６　コンクリートポンプ車の耐用年数
７　リース用自動車とレンタカーの耐用年数
８　カーナビゲ－ションの耐用年数

Ⅶ　工具

１　工具の範囲

２　定盤の耐用年数
３　建設用足場の耐用年数

Ⅷ　器具および備品

１　カプセルホテル設備の耐用年数
２　ＰＯＳシステムの耐用年数
３の２　パソコンの耐用年数
３の３　デジタルカメラの耐用年数
５　防犯用カメラの耐用年数
６　電話設備の耐用年数
６の２　携帯電話等の取扱い
７　在室表示板の耐用年数
８　医療用機器の耐用年数
８の２　人工腎臓透析装置の耐用年数　
９　バッティングセンター設備の耐用年数
１１　スライド式書棚の耐用年数
１２　百科事典の耐用年数
１４　ジャバラハウスの耐用年数
１５　ＣＤーＲＯＭの耐用年数
１６　ＬＡＮ設備の耐用年数
１８　避難用救助袋の耐用年数
２０　レンタル用の観葉植物の耐用年数
２１　テレビ会議装置の耐用年数
２２　プラズマディスプレーの耐用年数
２３の２　オンデマンドプリンター（多機能高速印

刷機）の耐用年数
２４　研究開発用設備の耐用年数

Ⅸ　機械および装置

１　機械装置の耐用年数の適用基準
２　コンプレッサー製造設備の耐用年数
３　化粧品卸売業者のオフセット印刷機の耐用年
数

５　石油タンクに附属した消火設備の耐用年数
６　工場内の無人搬送車の耐用年数
７　運送会社の修理用機械設備の耐用年数
９　多段式駐車場設備の耐用年数
１０　ベルトコンベヤーの耐用年数
１１　ボイラー設備の耐用年数
１２　包装設備の耐用年数
１３　倉庫のエレベーターの耐用年数
１４　スノーマシン（人工降雪機）の耐用年数
１５　自動改札装置の耐用年数
１６　自家用の給油設備の耐用年数
１７　模擬運転装置の耐用年数
１８　動く歩道の耐用年数
１９　展示実演用機械の耐用年数
２１　給食用ちゅう房設備の耐用年数

Ⅹ　無形固定資産

１　ソフトウェアの耐用年数
２　中古ソフトウェアの耐用年数
３　ホームページの制作費用

第３章　特別償却制度等の解説－業種別等
Ａ　業種別の特別償却

１　農林水産業関連の特別償却
２　鉱業関連の特別償却
３　建設業関連の特別償却
４　製造業関連の特別償却
５　運輸業・倉庫業関連の特別償却
６　通信業関連の特別償却
７　卸売業関連の特別償却

８　小売業関連の特別償却
９　料理・飲食店業関連の特別償却
１０　サービス業（医療保健業を除く。）関連の特別

償却
１１　医療保健業関連の特別償却

Ｂ　目的別の特別償却

１　中小企業対策関連の特別償却
２　農林水産業対策関連の特別償却
３　公害・環境対策，災害対策関連の特別償却
４　住宅対策，都市計画等関連の特別償却
５　医療，福祉関連の特別償却
６　地域振興関連の特別償却
７　資源・エネルギー対策関連の特別償却
８　科学技術振興関連の特別償却
９　事業転換，経営改善等関連の特別償却
１０　経済対策関連の特別償却

Ｃ　共通事項

１　特別償却不足額がある場合の償却限度額の計
算の特例

２　準備金方式による特別償却
３　特別償却等に関する複数の規定の不適用

第３編　繰延資産

第１章　繰延資産の解説
Ⅰ　繰延資産の概要

Ⅱ　繰延資産の範囲

Ⅲ　繰延資産の償却

第２章　繰延資産Ｑ＆Ａ
１　ノーハウの設定契約に際して支出する一時金
または頭金の費用

２　適格分割により移転したノーハウの設定
契約の頭金の引継ぎ

３　1個の取得価額が3万円の広告宣伝用看板を
小売店に贈与した場合の税務上の処理

５　コンビニエンスストアのフランチャイズ料の
取り扱い

６　グッズ商品のマーク使用料の取り扱い
８　店鋪用建物を賃借するために支払った費用
９　共同アンテナの設置に係る負担金の処理
１０　ISO9000規格の認証取得に際して支払う手

数料の処理
１１　建物等の建築に伴い設置する歩道橋の設置費用

第４編　様　式

資料編　関係法令・通達

内容構成（目次抄録）

制度解説とQ&Aで減価償却のすべてをわかりやすく解説！

減価償却制度を体系的に解説。減価
償却資産の償却限度額の計算例も収
録し、制度理解を助けます。

基 礎 編基 礎 編
基礎編では解説しきれない、個別具
体的な取得価額や耐用年数の判定に
ついて、実務に則したQ&Aで解説。

STEP 1 応 用 編応 用 編STEP 2

＊平成21年10月追録94～100号現在



第１編　基礎編（減価償却制度の概要）

Ⅰ　減価償却制度の概要

Ⅱ　減価償却資産の範囲

１　減価償却資産の定義
２　償却をすべき資産の具体的意義
３　個々の資産についての定義等
４　リース資産

Ⅲ　減価償却資産の取得価額

１　概　要
２　取得価額に含めなくともよい費用・含めるべ
き支出

３　取得価額の修正
４　圧縮記帳した減価償却資産の取得価額
５　資本的支出と修繕費

Ⅳ　耐用年数

Ⅴ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅠ　償却の方法およびグルーピング計算－
１　選定できる償却の方法（原則）
２　償却の方法の特例
３　償却方法の変更
４　償却限度額のグルーピング計算

Ⅵ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅡ　特別な場合の償却限度額の特例および　
少額減価償却資産の一時償却－

１　事業年度の中途で事業の用に供した減価償却
資産の償却限度額の特例

２　通常の使用時間を超えて使用される機械装置
の償却限度額の特例（増加償却）

３　陳腐化した減価償却資産の償却限度額の特例
（陳腐化償却）

４　少額の減価償却資産の取得価額の全額損金算入
５　一括償却資産の損金算入

Ⅶ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅢ　償却可能限度額－
１　償却可能限度額
２　償却累積額による償却限度額の特例の適用を
受ける資産に資本的支出をした場合の扱い

Ⅷ　減価償却資産の償却限度額

－そのⅣ　特別償却等の政策税制－

１　普通償却と特別償却の意義
２　特別償却制度の概要

Ⅸ　償却費としての損金経理要件

Ⅹ　除却価額，有姿除却，劣化資産

ⅩⅠ 減価償却資産の償却限度額の計算例
１　定額法による償却限度額計算
２　定率法による償却限度額計算
３　事業年度の中途で事業供用した場合
４　旧定額法による償却限度額計算
５　旧定率法による償却限度額計算
６　事業年度の中途で事業供用した場合
７　償却可能限度額に達した場合
８　償却方法の変更（旧定額法→旧定率法、旧定
率法→旧定額法）

９　少額の減価償却資産の取得価額の損金算入
１０　一括償却資産の損金算入
１１　一括償却資産の損金算入額と通常の償却限度

額との差額計算（有利不利関係）
１２　特別償却の適用を受ける場合の償却限度額
１３　割増償却の適用を受ける場合の償却限度額の

計算（障害者割償の場合）
１４　特別償却準備金

第２編　応用編（Q&A)

第１章　取得価額
Ⅰ　減価償却資産の取得価額

１　減価償却資産の取得価額の範囲
２　試運転に要した費用
３　借入金の利子
４　割賦購入した固定資産の取得価額
５　外国の土地を取得した場合に外国で課される
税金の取得価額算入の可否

６　土地購入契約の解除により支出した違約金　
８　建物の取得にあたって営業権の対価を支払っ
た場合の処理

９　土地の取得に係る附随的費用
１０　資産の譲受契約の効力についての紛争を解決

するために支払った和解金
１２　ゴルフ場のオープンまでの芝生の管理育成費用
１３　建設計画を変更したことにより不要となった

設計等の費用
１６　砂利等の敷設費用
１７　土地とともに取得した建物の取壊し費用等の

取扱い
１８　地鎮祭等に要した費用
１９　建物の建設に伴い支出した日照権等の解決金
２０　毎年分割払いされる補償金

２１　建物建築と障害物の除去費用
２２　倉庫の増設に伴って支払う迷惑料
２４　テレビ共同受信施設の設置費用
２５　借地権付建物の購入費用
２６　無償返還の届出をした借地に地盛りをした場

合の地盛費用の取扱い
２７　埋立地の堤防用地の寄附は寄附金となるか
２８　私的な土地区画整理を行った場合の区画形質

変更に要した費用の取扱い
２９　宅地開発に伴う開発負担金
３１　民間デベロッパーから購入した土地の原価に

含まれている開発負担金
３３　集中生産のために機械装置を移設した費用
３４　新規の生産設備を導入したことに伴う旧設備

の移設費
３６　工業所有権の取得価額
３７　他から取得した工業所有権の出願権の対価
３９　固定資産の原価に算入された交際費等の調整
４１　合併または出資により受け入れた減価償却資

産の取得価額
４２　適格組織再編成の意義
４２の２　圧縮記帳の適用を受けた固定資産の移転

を受けた場合の取得価額
４４　ゴルフ会員権の名義書換料　
４５　試験研究費で試作機を製作した場合の資産計

上の可否
４６　メーカーから交付を受けた自動車の取得価額
４７　債務の弁済として受け入れた土地の取得価額
４８　減価償却資産の取得価額と消費税の免税業者
４９　特殊な電話番号を取得するために支払った費

用の取扱い
５１　営業譲渡に伴う営業権の計上の是非
５２　ソフトウェアの資産区分
５３　ソフトウェアの範囲
５４　自社製作によるソフトウェアの取得価額
５５　仕損じの費用の原価算入の可否
５６　他の者から購入したソフトウェアの取得価額

Ⅱ　少額または使用可能期間が１年未満の減価
償却資産

１　少額または使用可能期間が１年未満の減価償
却資産

２　少額の減価償却資産の判定と消費税
３　賃借資産の譲り受けと少額減価償却資産
４　照明器具の少額減価償却資産の判定
６　百科事典の取得価額の判定
７　間切り用パネルの判定単位
８　カーテンの取り付け費用の判定単位
１０　ＣＭ用フィルムおよびＰＲ用フィルムの製作

費用
１１　社歌，コマーシャルソングの製作費用
１２　ソフトウェアのライセンス契約に基づき支出す

る費用

ⅡのⅡ　一括償却資産

１　取得価額が20万円未満のパソコンの償却
２　応接セットの判定単位
３　一括償却資産の除却処理

ⅡのⅢ　少額減価償却資産（中小企業者等に対
する特例）

１　中小企業者等の少額減価償却資産の取特価額
の損金算入の特例

３　少額減価償却資産に係る取得価額の合計額の
限度額

４　少額減価償却・一括償却資産の選択適用

Ⅲ　資本的支出と修繕費

１　資本的支出と修繕費の意義
１の２　資本的支出があった場合の取得価額の特例
２　用途変更のための費用
４　電気フォークリフト用バッテリーの交換費用
５　モーターの取替費用
６　崖崩れを防止するための工事と現状回復費用　
７　建物の解体移築費用
８　機械等の移設費用
１０　建物の補修費用
１１　き損された固定資産の復旧費用
１２　建物の外装タイルの全面張替費用
１４　少額な修理，改良等の費用
１５　周期の短い修理，改良等の費用の損金算入
１７　形式基準による修繕費の判定
１８　形式基準による前期末取得価額の判定
１９　修理，改良等の費用の少額基準と形式基準の

適用の可否
２０　ガラス飛散防止フィルムの取付費用
２２　災害等によりき損した外壁の全面改修費用
２３　機能復旧補償金により高感度アンテナを設置

した場合の処理
２５　収用事業の施行に伴い残地上の施設の撤去，

新設のために受領した補償金の取扱い
２６　リース資産に資本的支出をした場合の処理
２７　賃借建物に内部造作を施設した場合の処理
２９　ソフトウェアのバージョンアップ費用
３０　スピードリミッタの装着費用の取り扱い
３1 アスベストの除去費用

Ⅳ　除却損失と除却価額

１　建物の取壊し損失を土地勘定に算入した後の
処理

４　有姿除却の場合の処分見込み価額
５　有姿除却をした機械装置の専用補修部品の処理
６　総合償却資産の除却価額（総合耐用年数によ
る未償却残額除却法）

７　総合償却資産の除却価額（個別耐用年数によ
る未償却残額除却法）

８　総合償却資産の除却価額（配賦薄価除却法）
９　個別償却資産の除却価額

ⅣのⅡ　固定資産の評価損

１　故障の多い機械の評価損
２　マンションの評価損
３　24時間フル稼働の機械の評価損
４　相当の地代で賃貸した土地の評価損
５　減価償却超過額のある減価償却資産について
評価損を計上した場合の処理

６　評価損を計上する場合の期末時価

Ⅴ　阪神・淡路大震災の取扱い

第２章　耐用年数
Ⅰ　共通事項

１　貸付資産の耐用年数
２　中古の特許権の耐用年数
３　中古の機械を取得した場合の耐用年数
３の２　企業組織再編成の場合の耐用年数
４　共有持分を追加取得した場合の耐用年数

５　耐用年数の短縮申請（窓口）
６　貸借建物にした改良費の耐用年数

Ⅱ　建物

１　建物の範囲
２　高層ビルの耐用年数
２の２　多用途に使用される建物の耐用年数
３　工場内の附属建物の耐用年数
４　他人の建物に対する造作の耐用年数
７　仮店舗用の建物の耐用年数
８　冷蔵倉庫の保冷施設の耐用年数
９　壁画の耐用年数
１１　電車を改造した喫茶室の耐用年数
１２　カプセルハウスの耐用年数
１３　展示用モデルハウスの耐用年数
１５　プレハブ店舗の耐用年数
１６　研究所用建物の耐用年数
１８　保育所，託児所の耐用年数

Ⅲ　建物附属設備

１　建物附属設備の範囲
２　給排水・衛生設備およびガス設備の範囲
２の２　ソーラシステムの耐用年数
３　パッケージドタイプの冷房機器の耐用年数
４　ビルの中央監視装置の耐用年数
６　非常用電源設備（蓄電池電源設備）の耐用年
数

８　自動ドア－の耐用年数
９　可動間仕切りの耐用年数

Ⅳ　構築物

１　構築物と機械装置の区分
２　共同アンテナの耐用年数
２の２　ゴルフ練習場の耐用年数
４　人工芝の耐用年数
５　緑化施設の耐用年数
７　舗装路面の耐用年数
８　テトラポットの耐用年数
９　胸像の耐用年数
１０　供養塔の耐用年数
１１　ガソリンスタンドのキャノピーの耐用年数
１５　組立式立体駐車場の耐用年数
１８　有刺鉄線の耐用年数
１９　神社の耐用年数
２０　ゴルフ場の施設の耐用年数
２２　ビルの屋上の庭園の耐用年数
２４　広告塔・看板等の耐用年数

Ⅴ　船舶

１　船舶の範囲
２　漁船にとう載した無線機の耐用年数

ⅤのⅡ　航空機

１　航空機の範囲

Ⅵ　車両および運搬具

１　車両運搬具と機械装置の区分
２　タクシーの無線機の耐用年数
５　登録のない自動車の耐用年数
６　コンクリートポンプ車の耐用年数
７　リース用自動車とレンタカーの耐用年数
８　カーナビゲ－ションの耐用年数

Ⅶ　工具

１　工具の範囲

２　定盤の耐用年数
３　建設用足場の耐用年数

Ⅷ　器具および備品

１　カプセルホテル設備の耐用年数
２　ＰＯＳシステムの耐用年数
３の２　パソコンの耐用年数
３の３　デジタルカメラの耐用年数
５　防犯用カメラの耐用年数
６　電話設備の耐用年数
６の２　携帯電話等の取扱い
７　在室表示板の耐用年数
８　医療用機器の耐用年数
８の２　人工腎臓透析装置の耐用年数　
９　バッティングセンター設備の耐用年数
１１　スライド式書棚の耐用年数
１２　百科事典の耐用年数
１４　ジャバラハウスの耐用年数
１５　ＣＤーＲＯＭの耐用年数
１６　ＬＡＮ設備の耐用年数
１８　避難用救助袋の耐用年数
２０　レンタル用の観葉植物の耐用年数
２１　テレビ会議装置の耐用年数
２２　プラズマディスプレーの耐用年数
２３の２　オンデマンドプリンター（多機能高速印

刷機）の耐用年数
２４　研究開発用設備の耐用年数

Ⅸ　機械および装置

１　機械装置の耐用年数の適用基準
２　コンプレッサー製造設備の耐用年数
３　化粧品卸売業者のオフセット印刷機の耐用年
数

５　石油タンクに附属した消火設備の耐用年数
６　工場内の無人搬送車の耐用年数
７　運送会社の修理用機械設備の耐用年数
９　多段式駐車場設備の耐用年数
１０　ベルトコンベヤーの耐用年数
１１　ボイラー設備の耐用年数
１２　包装設備の耐用年数
１３　倉庫のエレベーターの耐用年数
１４　スノーマシン（人工降雪機）の耐用年数
１５　自動改札装置の耐用年数
１６　自家用の給油設備の耐用年数
１７　模擬運転装置の耐用年数
１８　動く歩道の耐用年数
１９　展示実演用機械の耐用年数
２１　給食用ちゅう房設備の耐用年数

Ⅹ　無形固定資産

１　ソフトウェアの耐用年数
２　中古ソフトウェアの耐用年数
３　ホームページの制作費用

第３章　特別償却制度等の解説－業種別等
Ａ　業種別の特別償却

１　農林水産業関連の特別償却
２　鉱業関連の特別償却
３　建設業関連の特別償却
４　製造業関連の特別償却
５　運輸業・倉庫業関連の特別償却
６　通信業関連の特別償却
７　卸売業関連の特別償却

８　小売業関連の特別償却
９　料理・飲食店業関連の特別償却
１０　サービス業（医療保健業を除く。）関連の特別

償却
１１　医療保健業関連の特別償却

Ｂ　目的別の特別償却

１　中小企業対策関連の特別償却
２　農林水産業対策関連の特別償却
３　公害・環境対策，災害対策関連の特別償却
４　住宅対策，都市計画等関連の特別償却
５　医療，福祉関連の特別償却
６　地域振興関連の特別償却
７　資源・エネルギー対策関連の特別償却
８　科学技術振興関連の特別償却
９　事業転換，経営改善等関連の特別償却
１０　経済対策関連の特別償却

Ｃ　共通事項

１　特別償却不足額がある場合の償却限度額の計
算の特例

２　準備金方式による特別償却
３　特別償却等に関する複数の規定の不適用

第３編　繰延資産

第１章　繰延資産の解説
Ⅰ　繰延資産の概要

Ⅱ　繰延資産の範囲

Ⅲ　繰延資産の償却

第２章　繰延資産Ｑ＆Ａ
１　ノーハウの設定契約に際して支出する一時金
または頭金の費用

２　適格分割により移転したノーハウの設定
契約の頭金の引継ぎ

３　1個の取得価額が3万円の広告宣伝用看板を
小売店に贈与した場合の税務上の処理

５　コンビニエンスストアのフランチャイズ料の
取り扱い

６　グッズ商品のマーク使用料の取り扱い
８　店鋪用建物を賃借するために支払った費用
９　共同アンテナの設置に係る負担金の処理
１０　ISO9000規格の認証取得に際して支払う手

数料の処理
１１　建物等の建築に伴い設置する歩道橋の設置費用

第４編　様　式

資料編　関係法令・通達

内容構成（目次抄録）

制度解説とQ&Aで減価償却のすべてをわかりやすく解説！

減価償却制度を体系的に解説。減価
償却資産の償却限度額の計算例も収
録し、制度理解を助けます。

基 礎 編基 礎 編
基礎編では解説しきれない、個別具
体的な取得価額や耐用年数の判定に
ついて、実務に則したQ&Aで解説。

STEP 1 応 用 編応 用 編STEP 2
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内容見本（縮小） 内容見本（縮小） 

減価償却の実務と対策 減価償却の実務と対策 

減価償却制度を体系的に解説！ 
減価償却資産の範囲、取得価額、耐用年数や償却の方法・償却限度額、
特別償却など減価償却制度に関する基本事項をわかりやすく体系的
に解説しています。 

具体的な問題をＱ＆Ａですばやく解決！ 
実務上問題が生じやすい「取得価額」「耐用年数」については、具体的な
Ｑ＆Ａで明確な解答を示し、その上で考え方等をていねいに解説しており、
すばやく適切な税務処理が可能です。 

業種別、目的別の特別償却がひと目でわかる！ 
多種多様な特別償却制度について、業種別・目的別の観点からマトリ
ックスで整理した上で詳しく解説。利用できる制度を一目で理解でき
ます。 

実務上、判断に迷う繰延資産も解説！ 
会社法および税法上の繰延資産の考え方を簡潔に解説し、個別の具
体的な事例についてもＱ＆Ａで取上げました。 

関係法令、届出書も収録！ 
各種届出様式、耐用年数省令・通達の他、日本標準産業分類も掲載し、
実務の利便性を高めます。 

本書の特色  

編著　減価償却制度研究会　 
代表　五十嵐　哲（税理士） 
　　　照井　　毅（税理士） 
　　　奥田　　　（税理士） 
　　　宮村　明彦（税理士） 
B5判・加除式・全2巻 
定価 18,900円（本体18,000円） 

（613554） 2010.1 H1
〈613550〉 ［0910］ 

TL減価償却 

Ｑ＆Ａ 
個別の具体的な事例については、 

で的確に解説しています！ 

Ｑ＆Ａ 

償却限度額の計算について、 
具体的な設例を設けて解説 
しています！ 

各項目の冒頭に「ポイント」 
を掲げ、解説の要点を明示 
しています！ 

Ｑ＆Ａ 
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